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取締役会の実効性に関する評価結果の概要について 

 

当社は、取締役会の機能の向上を図るため、2018年３月期より取締役会の実効性に関する分析・評

価を行っております。この度、2026年３月期における取締役会の実効性に関する分析・評価を実施い

たしましたので、その結果の概要をお知らせいたします。 

 

１．評価方法の概要 

当社取締役会は、取締役会の実効性を分析・評価するために、取締役に対するアンケートを実施

いたしました。当該アンケートの実施にあたり、社内外の環境を勘案し評価項目について検討を行

うとともに、評価における客観性を確保するため、外部の専門家にアンケート設計への助言、回収

および集計・分析を依頼し実施いたしました。 

 

（１）対象者  全取締役 13名 

（２）回答期間 2026年３月 31日～2026年４月 14日 

（３）評価方法 自己評価アンケートの実施および分析結果に基づく取締役会における審議 

 

【自己評価アンケートの大項目】全 30問 

① 取締役会の構成と運営 

② 経営戦略と事業戦略 

③ 企業倫理とリスク管理 

④ 業績評価と経営陣の評価・報酬 

⑤ 株主等との対話 

⑥ 指名・報酬諮問委員会 

 

２．分析・評価結果の概要 

自己評価アンケートに基づく取締役会における審議の結果、評価項目全般にわたり取締役会全体

としての役割および機能を適切に果たしており、実効性が確保されていることが確認されました。 

前年度の課題であった「自由闊達な議論」については、社外取締役に対する取締役会議案の事前

説明の継続により、当社事業および経営環境への理解が深まり、議論の活性化に繋がりました。「取

締役トレーニング」については、新任の社外取締役を中心に各事業部門による事業説明、業界特有

の事業慣行の説明、工場等の現地視察などの新任取締役向けのトレーニングを充実しました。これ

らの取組みにより、前年度の課題であった項目のスコアに改善が見られました。 

一方で、持続的な企業価値向上に向けた「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進」が

引き続き課題として認識されたほか、新たに「ＩＴインフラの危機対応」、「サイバーセキュリティ

管理体制の構築・運用」が重要な課題であることを認識しました。 

当社は今後も取締役会の定期的な分析・評価を実施し、実効性向上に向けた取組みを行うことに

よって、中長期的な成長を支える基盤の強化に努めてまいります。 

以上 


